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審査報告 

 

論文題目 開発初期の工学高等人材育成と産業育成における技術移転・技術進歩 

～開発支援の視点から～ 

氏名 中 野 恭 子 

 

 経済発展において教育の役割が重要であることは論をまたない。しかし，発展途上国

を対象とした従来の開発研究の文脈では，社会的収益率が高いゆえに初等教育の重要性

が注目される一方で，高等教育は，その成果が個人的便益に帰する側面が強調され，多

くの場合，開発政策の表舞台に登場することはなかった。たとえば，その後の開発政策

研究に多大な影響を与えてきた世界銀行の『東アジアの奇跡』（1993年）では，経済発

展における政府の役割として初等教育の充実のみを強調している。「国連ミレニアム開

発目標」（MDGs）も，教育については，すべての人々が初等教育を受けられるような

教育環境の整備をもっぱら強調する。そして，この流れの中で，発展途上国の教育分野

において，最も広範かつ大きな影響を与えてきた取り組みである「万民のための教育」

（Education for All）もまた，初等教育を対象としたものであり，ユネスコが中心となり，

世界銀行，ユニセフなどの国際機関と先進諸国が連携してその実現に向けて努力してき

た。開発初期の国々における高等教育分野の開発支援は，国際開発の流れの中では一貫

して社会的収益率が低いとする計量的な研究に依拠し，不要であるとされてきたのであ

る。 

もっとも，近年の「新しい経済成長論」の深化の経緯をみてもあきらかなように，

理論経済学の分野においては経済発展の原動力が技術革新に求められること，そして，

そのためには高等教育の役割が大きいことも広く認識されていることがわかる。ではな

ぜ，高等教育の重要性が発展途上国の文脈の中で軽視されるという状況が生じているの

であろうか。その要因の一つは，発展途上諸国は「後発の利益」を享受し，先進諸国の

技術の模倣によって開発をスタートさせると仮定されていることであろう。本研究にお

いて中野氏が着目するのは，まさにこの齟齬から発生する本質的な問題である。たしか

に，開発初期ではもっぱら技術の模倣による成長が進むため，高度な技術開発の必要性

は認識されないかもしれない。しかし，発展途上国が先進諸国にキャッチ・アップし，

やがては追い越すためには，不断の技術の改良と発展が必要となる。そのための高等教

育の充実は先んじて行われる必要がある。こうして，中野氏は，高等教育が必要となる

段階はいつなのか，そして，そのために必要な要件は何かという，本質的であるにもか

かわらず，いまだ解決されていないリサーチ・クエスチョンに行き着くのである。 

本論文は，この難問に対して，工学高等教育を備えた人材を技術移転の社会的受容

能力の主体として位置づけ，その早期育成が技術移転を通じて産業育成に果たす役割を，

日本，韓国，フィリピン，インドネシアの４国の事例の比較を通して明らかにし，解答

を与えようとする意欲的研究である。 
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 以下，各章の内容を紹介しよう。序論において研究課題と問題の所在があきらかにさ

れたあと，「第１章 技術移転と社会の受容能力」では，先行研究にもとづき，後発国

が技術移転による成長を遂げるためには，技術者が先進技術を理解・習得した上で適正

化・利用・伝播するだけでなく，自立的で継続的な技術進歩を牽引しなければならない

ことが指摘される。その際，中野氏は，「先進的技術を受容する能力」（the capacity to 

assimilate an advanced technology）とは技術移転における社会的受容能力であり，その要

素として人的資源が不可欠であることを強調している。本論文が対象とする工学的技術

の分野では，科学技術のよってたつ学問的体系の理解と論理性を身につけた人材がなく

てはならないからである。つづく「第２章 産業育成と技術移転」では，競争条件の下

で技術革新のインセンティブを誘導する介入政策が急成長を促しうることに着目し，本

論文の基本仮説が提示される。すなわち，「産業育成に欠かせない技術移転の社会の受

容能力の1つとしての工学高等人材が，先進技術の円滑な導入と定着さらには独自技術

の開発を通じて，産業育成に寄与する」という命題である。 

 続く第３章以降では，この基本仮説検証が４カ国の事例の例証によって行われている。

本論文が扱っている問題は各国の初期条件に依存し，通常の理論モデルの構築が不可能

だからである。「第３章 産業育成と技術移転の事例」では，仮説検証のための舞台が

用意されている。すなわち，日本では，明治維新後の財政難の中，多くの外国人技術者

を導入して官営工場による在来産業の近代化と移植型産業育成を進め，官業払下げと特

権的な民業保護を行った。中野氏はその後の鉄道業・紡績業の発展の基盤はこの間に形

成されたと主張する。韓国は民政化前の 1961 年に輸出振興による経済成長を目指して

工業化に着手した。技術蓄積不足を克服するための技術導入とそのインセンティブ付与

は，初期の有望産業分野振興から 1980 年代後半からの競争的な研究開発支援へと手法

を変えつつも，一貫して取り組まれた主題であった。これに対し，インドネシアでは強

力な産業育成が行われたものの，国内産業が手厚く保護される傾向にあり，中野氏は，

政府による技術導入のインセンティブ付与は効果的ではなかったと主張する。フィリピ

ンでは，輸出指向工業化とその産業育成政策に 1980 年代まで整合性を欠き，産業育成

は関税を通じた保護に傾いていたため，技術導入政策が実効的ではなかったことが論じ

られている。こうした産業政策の差を軸に，中野氏は，韓国と日本は独自技術開発の能

力が獲得され研究開発費や内国人特許数の増加があったが，インドネシアとフィリピン

にはそれがなく技術開発のプロセスに大きな差があったと指摘する。 

日本の成功例の詳細は，「第４章 工学高等人材育成と技術移転への寄与」において

扱われている。明治政府は，殖産興業を担う先進的工学人材育成のため，工部省工学寮

（のちの工部大学校，帝国大学工科大学）を設置し，イギリスから教師を雇い入れて少

数精鋭の工学高等教育を開始した。重要な論点は，身分の差別なく学生を募集･選考し

て成果重視の教育を行ったことであり，下級士族出身者にも機会は広く開かれていた事

実を中野氏は指摘している。さらに，中野氏は，卒業生が，政府部門を経て民間部門で

活動し，先進技術の受容と適正化のみならず独自開発の担い手となり，明治期以降の発

展の基盤を用意したと主張する。産業育成過程において，技術力形成を支える工学高等
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人材が政策的に育成され，技術開発の意欲が引き出されたのである。 

「第５章 工学高等人材育成と技術移転への寄与」では，韓国，インドネシアおよび

フィリピンの事例を日本の成功例の理解を踏まえて，基本仮説の検証が行われている。 

韓国においては，科学技術省管轄の研究所 KAIST が設立され，他方で学歴社会化も

手伝って工学部卒業生の数とシェアが 70 年代以降に急増した。重化学工業化宣言以前

に，研究開発向けの工学人材が育成されたのである。さらに，韓国政府は，製造業に就

業した多くの工学部卒業者と KAIST 修了者の国内人材育成の強化を目的として，日本

人技術者や在米韓国人技術者たちを招聘した。中野氏は，この事実に着目し，韓国がキ

ャッチ・アップに成功するとともに新規技術開発にも成果を挙げるに至った経緯を，一

次資料の発掘と関係者へのインタビュー調査によって明らかにしている。 

これに対して，インドネシアとフィリピンでは工学高等人材育成が強力に進められた

ことはなかった。インドネシアでは工学部出身者の実数，比率ともに低く，フィリピン

も一定数の工学部卒業生を輩出しているものの，学位は理学士であり，工学部を擁する

国立総合大学が少ないなどの問題が見られる。中野氏は，両国ともに民間研究開発意欲

が低く，人材の活用が進まない結果，国際的な競争において先進国に伍していくだけの

技術力に不足し，今に至るまで独自技術開発による産業発展を実現できない現状を指摘

している。 

 「第６章 開発支援の視点からみた工学高等人材育成」では，中野氏は，以上の議論

を礎として，持続的かつ高度な経済発展の実現のために，①産業育成に先立つ開発初期

における工学高等人材育成は産業育成における技術移転と技術開発に寄与し得ること，

②技術競争力強化のインセンティブ等によって，育成された人材が技術移転と技術開発

に活用され産業育成に寄与し得ること，③高等教育へのアクセスが人々に広く開かれ，

寄与の評価が上昇へのインセンティブとなれば，格差拡大を避けつつ工学高等教育を早

期に拡充し得ることの３点を指摘する。その上で，学習意欲の低い社会等の初期条件に

合わせて学習のインセンティブをつける条件設定が，開発支援の課題となることを論じ，

最後に残された課題をあきらかにしている。 

 本論文の内容は上のとおりであるが，その意義は非常に大きい。まず，発展途上国の

開発初期における工学高等教育の役割という，本質的な重要性を有しながら，これまで

研究が手薄であった難しい分野に果敢に挑戦し，４カ国の比較研究をとおして，頑強な

議論展開を実現している点で，画期的な意義と豊かな独創性を有している。それは単に

経済発展段階に基づいて，日本，韓国，インドネシア，フィリピンという４国を選び，

画一的な検証に終始しているのではない。各国の経済的初期条件のみならず，社会文化

的諸条件にも配慮し，開発経済学の経済史的アプローチと地域研究的アプローチの複眼

的視角から説得的な分析を行っており，この種の研究における分析方法に新機軸を提示

している点でも高く評価することができる。 

 第二に，日本，韓国の重要な事例における徹底した実証分析は高い資料的価値を有し

ている。すなわち，初期開発過程において技術開発の担い手となった工学高等教育修了

者の個人レベルまで遡った一次資料の発掘とインタビュー調査によるデータは，学術的
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価値が極めて高い事実発見である。それは後発のインドネシア，フィリピンの今後の開

発政策の議論に大きな意義を有しており，後続の研究に重要な資産を提供することに成

功している。 

 第三に，歴史的，地域研究的実証研究でありながら，開発経済学における政策理論研

究を常に意識し展開されているために，その研究成果がこの政策理論分野に対しても大

きな示唆を与えている点でも，本研究の独創性を高く評価することができる。工学高等

教育という高いコストのかかる投資をどのようなタイミングで政府が実施するのかを

実証面から論じることによって，政策理論における動学分析に対してアイデアを提供し

得る研究となっているからである。従来の記述的実証分析とは一線を画し，本研究は開

発経済学の理論研究への生産的な波及効果を有するものになっていると評価し得る。 

 以上のように，本研究の学術的価値は非常に高いと考えられるが，いくつかの疑問が

指摘され得るのも事実である。第一に，開発初期段階からの工学高等教育充実による人

材育成が，発展途上国のキャッチ・アップとその後の経済発展に大きな役割を持つこと

は理解できるとしても，工学高等教育自体が，どのような理由から，どの程度まで重要

であるかについて，必ずしも明確に示された上で議論が展開されているわけではない。

あるいは，格差是正に基づく広い人材の登用，人材育成，人材活用の機会が重要である

としても，どこに重点を置く政策が望ましいか。そのプライオリティが必ずしも明らか

になっているわけではない。工学高等教育充実は経済発展の必要条件ではあっても十分

条件ではない点を強調した上で議論すべきであったように思われる。第二に，各国の国

内条件についての分析は適切な配慮がなされているものの，国際的条件について考察が

物足りなく感じられる。そもそも「富国強兵」，「殖産興業」の言葉に示される明治期日

本のような産業育成による社会発展への国を挙げての意気込みが，現在のインドネシア

やフィリピンの政府には感じられないようにも思われる。それは，これらの国々を取り

巻く現在の国際環境が影響しているのではないだろうか。これらの国々において工学高

等教育が進まないのは，むしろ国際関係という外的条件にも依存しているのではないか。

同様に，国際環境の変化に注意するとき，ＷＴＯの成立前後の特許数を比較することに

も慎重な配慮が必要なのではないかという疑問が生じる。さらに，韓国，インドネシア，

フィリピンにおける細かい社会条件について説明不足が散見されることも惜しまれる。 

 しかしながら，これらの問題点は，本人も十分に認識しているところであり，本研究

の優れた独創性と高い学術的意義をいささかも損なうものではない。したがって，本審

査委員会は一致して，論文提出者である中野恭子氏に博士（学術）の学位を授与するの

が妥当である，との結論に達した。 


